
　　＜別紙１-１＞

固定資産税
都市計画税

令和 年 月 日

（あて先）

（

号
号

固定資産税及び都市計画税（土地・家屋・償却資産）の減免を申請します。

注 1 「施設等の名称」欄は大阪市市税条例施行規則の規定に該当して行う減免の申請の場合に記入してくだ
さい。
この欄には、当該減免の適用を受ける固定資産に係る施設等の名称を記入してください。
大阪市市税条例施行規則第4条第2項の規定により施設等の名称及び減免税額を公表します。

注 2 「実地調査記事」欄は記入しないでください。

令和 年度 減免申請書

大  阪  市  長
区分）

住　　　所
法 人 に あ っ て
は 、 主 た る 事
務 所 の 所 在 地

納　税　者
氏　　　名

法 人 に あ っ て
は、その名称及
び代表者の氏名

電 話 番 号

大 阪 市 市 税 条 例 第 条第
に該当しますので、令和 年度分の

大阪市市税条例施行規則第 条第 項第

項第

固 定 資 産 の 所 在 種 類 面積（数量） 備　　　考
該

当

物

件
施設等の名称

実

地

調

査

記

事

調 査 年 月 日 該 当 事 由 調
査
員令和   　　年　　月　　日

注1

注2



　＜別紙1-2＞

固定資産税
都市計画税

令和 年 月 日

（あて先）

（

号
号

固定資産税及び都市計画税（土地・家屋・償却資産）の減免を申請します。

□　別紙調査票のとおり

注 1 当該減免の適用を受ける集会所・倉庫又は児童遊園の名称を記入してください。
大阪市市税条例施行規則第4条第2項の規定により施設等の名称及び減免税額を公表します。

注 2 処理欄は記入しないでください。

該

当

物

件 集会所・倉庫
児童遊園

の名称

固 定 資 産 の 所 在 種 類 面積（数量） 備　　　考

実

地

調

査

記

事

法 人 に あ っ て
は 、 主 た る 事
務 所 の 所 在 地

住　　　所

年度分の
1 項第

に該当しますので、令和
項第

担当者

大阪市市税条例施行規則第 4

条第94大 阪 市 市 税 条 例 第

納　税　者
氏　　　名

大  阪  市  長
区分）

法 人 に あ っ て
は、その名称及
び代表者の氏名

電 話 番 号

条第

減免申請書令和 年度

注1

注2



＜別紙1-3＞

固定資産税
都市計画税

令和 年 月 日

（あて先）

（

号
号

固定資産税及び都市計画税（土地・家屋・償却資産）の減免を申請します。

（ ） 円

□　別紙調査票のとおり

注 1 当該減免の適用を受ける公衆浴場の名称を記入してください。
大阪市市税条例施行規則第4条第2項の規定により施設等の名称及び減免税額を公表します。

注 2 入浴料金以外に利用料金を徴している設備（サウナ等）の有無と、有の場合は利用料金等を記入してくださ
い。有料の場合は、当該部分について減免の適用ができません。

注 3 処理欄は記入しないでください。

実

地

調

査

記

事

公 衆 浴 場 の 名 称

入 浴 料 金 以 外 の
料 金 を 徴 す る 設 備

設備名

その他

該

当

物

件

条第94大 阪 市 市 税 条 例 第

大阪市市税条例施行規則第 4 条第

令和 年度

納　税　者
氏　　　名

大  阪  市  長
区分）

減免申請書

法 人 に あ っ て
は 、 主 た る 事
務 所 の 所 在 地

住　　　所

年度分の

法 人 に あ っ て
は、その名称及
び代表者の氏名

電 話 番 号

1 項第
に該当しますので、令和

項第

4

備　　　考種 類 面積（数量）固 定 資 産 の 所 在

担当者

サウナ 岩盤浴 ｺｲﾝﾗﾝﾄﾞﾘｰ

利用料金

無　　　 有　

注1

注2

注3



＜別紙2＞

減免申請書送付対象者等一覧表

土
地

家
屋

償
却

郵便番号 住所

51 公衆浴場 大阪湯 ○ ○ 12-345-6、7 ＡＡ　ＡＡＡＡ XXX-XXXX 大阪市北区中之島・・・
51 公衆浴場 大阪湯 ○ 89-123-4、5 有限会社ＢＢＢ XXX-XXXX 大阪市北区中之島・・・ 1400万円増（サウナ工事一式1080万円）

51 公衆浴場 いづみ温泉 ○ 67-890-1、2 ＣＣ　ＣＣＣＣ XXX-XXXX 大阪市北区錦町・・・
51 公衆浴場 なにわ屋 ○ ○ 34-567-8、9 123-45678-9、0 ＤＤ　ＤＤＤＤ XXX-XXXX 大阪市北区大深町・・・

償却資産申告
異動情報

償却資産
台帳番号

減免適用資産 減免申請書送付先
区

土地・家屋
台帳番号

納税義務者減免項目 施設名称 申請日



　＜別紙3＞

減免認定事務に係るチェックシート

項番 確認事項
確認
結果

1
減免申請書の「納税者」欄は、当該固定資産税の納税義務者と
なっているか。

2
減免申請書の「該当物件」欄について、前年度の適用内容と照合
し、「固定資産の所在」欄に漏れなく記載されているか。

3
減免申請書の「該当物件」欄について、前年度の適用内容と照合
し、「種類」欄に土地・家屋・償却資産が漏れなく記載されてい
るか。

4
規則第４条第１項の規定により減免を適用する場合は、施設等の
名称欄に施設名称が記載されているか。

5
公衆浴場に係る減免申請書の場合は、「入浴料金以外の料金を徴
する施設」欄に必要な事項が記載されているか。

6 添付書類が別表どおり添付されているか。

7
当該減免規定の提出期限までに減免申請書が提出されているか。
当該提出期限を過ぎている場合は、条例第13条第5項の規定に基づ
き延長申請が提出されているか。

8
各種調査により把握した状況について、減免申請書の処理欄に
チェックされているか。

9
処理欄に疑義分チェックのある案件について、調査記事欄に減免
を適用する理由又は非適用とする理由を記載しているか。



＜別紙4-1＞

台帳番号・登録番号等

1

（1） 外観調査年月日等

（2）

（3）

2

3

（1） 内部調査年月日等

（2） 調査確認事項 □ 昨年度と使用状況に変更なし

□ 営利団体等の使用は、一時的使用のみと確認

□ 昨年度から使用状況に変更あり

4 その他

5 減免認定の可否

□　減免可

適用率：　　　　　　　　　　　　％

□　減免不可

□ 疑義有り

調査票（集会所又は倉庫）

集会所・倉庫の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区

外観調査

増築等 □ 疑義無し

調査日 令和    　　　　年　　　　月　　　　日

担当者

看板等 □ 疑義無し

□ 疑義有り

□ 看板あるも一時使用のみ

□ 占有の可能性あり

担当者

□ 看板なし

外観調査事項の審査

□ 疑義無し  　⇒４もしくは５へ

□ 疑義有り　  ⇒３へ

疑義分調査

調査日 令和    　　　　年　　　　月　　　　日

□ その他



＜別紙4-2＞

台帳番号・登録番号等

1

（1）

2

（1） 確認年月日等

（2） 確認方法

3

（1） 償却資産担当からの報告の有無

（2） （1）における疑義の有無及び判断理由

4

（1） 内部調査年月日等

（2） 昨年度からの異動状況 □ 昨年度と使用状況に変更なし

□ 昨年度から使用状況に変更あり

5 その他

6 減免認定の可否

□　減免可

適用率：　　　　　　　　　　　　％

□　減免不可

□ 有り　⇒（2）へ

営業確認

調査日 令和   　　　　年　　　　月　　　　日

担当者

□ 外観調査

□ 聞き取り　　　　電話　　・　　対面　　・　　その他（　　　　　　　）

□ その他　  

償却資産申告状況

□ 無し

疑義分調査

調査日 令和   　　　　年　　　　月　　　　日

□ 疑義無し

□ 疑義有り　

担当者

□ 疑義有り

調査票（公衆浴場）

公衆浴場の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区

申請書点検

昨年度との比較 □ 変更無し


